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1.  23年1月期の連結業績（平成22年2月1日～平成23年1月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年1月期 22,343 △6.7 △343 ― △215 ― △458 ―
22年1月期 23,945 △4.7 97 ― 199 ― 67 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年1月期 △21.48 ― △4.0 △1.0 △1.5
22年1月期 3.17 ― 0.6 0.9 0.4

（参考） 持分法投資損益 23年1月期  37百万円 22年1月期  40百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年1月期 20,903 11,125 53.1 519.75
22年1月期 21,686 11,660 53.7 544.78

（参考） 自己資本   23年1月期  11,100百万円 22年1月期  11,636百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年1月期 120 △150 △222 2,964
22年1月期 1,900 △910 △251 3,216

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年1月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00 85 126.0 0.7
23年1月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00 85 ― 0.8
24年1月期 

（予想） ― 2.00 ― 2.00 4.00 85.5

3.  24年1月期の連結業績予想（平成23年2月1日～平成24年1月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

11,900 △0.3 300 118.0 380 81.3 270 136.7 12.64

通期 22,500 0.7 90 ― 180 ― 100 ― 4.68
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細は、21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年1月期 21,458,740株 22年1月期 21,458,740株
② 期末自己株式数 23年1月期  100,563株 22年1月期  98,624株

（参考）個別業績の概要 

1.  23年1月期の個別業績（平成22年2月1日～平成23年1月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年1月期 20,757 △6.1 △329 ― △223 ― △431 ―
22年1月期 22,112 △4.8 22 ― 104 ― 53 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年1月期 △20.22 ―
22年1月期 2.49 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年1月期 20,431 11,125 54.5 520.91
22年1月期 21,105 11,599 55.0 543.04

（参考） 自己資本 23年1月期  11,125百万円 22年1月期  11,599百万円

2.  24年1月期の個別業績予想（平成23年2月1日～平成24年1月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は、現時点で得られた情報に基づいて算定しており、実際の業績は業況の変化等により記載の予想と異なる場合があります。なお、上記の予
想に関する事項については、決算短信の添付資料4ページをご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間 11,000 △1.1 280 88.8 360 70.2 260 118.1 12.17

通期 20,900 0.7 70 ― 160 ― 90 ― 4.21
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

  ①当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策の効果を背景に、一部の企業におけ

る収益の改善や個人消費に持ち直しの動きが見られたものの、厳しい雇用情勢や設備過剰によ

る設備投資の抑制、加えて円高の進行による企業収益の悪化懸念が強まるなど、本格的な景気

回復には至りませんでした。 

 当業界におきましては、需要動向の指標となる普通通常郵便物やメール便の総利用通数が前

年割れで推移し、また、原油価格の高騰による原材料価格の高止まりの影響も加わるなど、厳

しい状況で推移いたしました。 

 このような情勢のもと、当社グループは販売面ではお客様のニーズに対応した商品の拡販に

努めるとともに、個別案件ごとに柔軟な価格対応で臨むなど、お客様に満足いただけるサービ

スを提供してまいりました。生産面では新製品開発ならびに製品品質の向上に取り組むととも

に、業務の効率化によるコスト削減に努めてまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は223億43百万円（前連結会計年度比6.7％減）、営業損

失は３億43百万円（前連結会計年度は営業利益97百万円）、経常損失は２億15百万円（前連結

会計年度は経常利益１億99百万円）、また、主としてメーリングサービス事業における減損損

失２億87百万円を特別損失に計上したことなどにより、当期純損失は４億58百万円（前連結会

計年度は純利益67百万円）となりました。 

 

 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（封筒事業） 

 販売数量は、一部のお客様におけるハガキへの移行や、ダイレクトメールの企画中止ならび

に発送数量の絞込みなど、主に企業の経費抑制の影響を受け減少いたしました。加えて、競争

激化が進んだことにより販売価格が下落するなど、封筒事業を取り巻く環境は極めて厳しい状

況で推移いたしました。この結果、売上高は181億79百万円（前連結会計年度比5.2％減）、営

業損失は80百万円（前連結会計年度は営業利益１億10百万円）となりました。 

 

（メーリングサービス事業） 

 前期に発生した官公庁向けサービスの減少や企業の広告宣伝費圧縮に伴うダイレクトメール

需要の低下により、取り扱い数量が減少し、サービス価格が下落いたしました。この結果、売

上高は23億４百万円（前連結会計年度比15.9％減）、営業損失は２億37百万円（前連結会計年

度は営業損失83百万円）となりました。 

 

（その他の事業） 

 封入機の製造販売を手がける子会社が需要一巡により減収を余儀なくされ、また、他の子会

社も総じて減収となるなど、厳しい状況で推移いたしました。この結果、売上高は18億59百万

円（前連結会計年度比8.4％減）、営業損失は30百万円（前連結会計年度は営業利益46百万

円）となりました。 
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  ②次期の見通しと対処すべき課題 

 今後のわが国経済は、海外経済の改善を背景に緩やかな回復基調を示す一方で、円高や原油

価格の高騰などの懸念材料も見られ、先行き不透明な状況が続くものと予想されます。 

 当業界におきましては、需要環境はハガキ化の影響による減少もあり今しばらくは弱含みで

推移する見通しであることに加え、販売価格は需要減少と競争激化によりさらなる下落が懸念

されるなど、引き続き厳しい状況で推移するものと予想されます。 

 このような情勢のもと、当社グループはお客様に満足いただける商品やサービスの開発・提

供に努めるとともに、生産性の向上、業務の効率化ならびにコスト削減を推進し、全社をあげ

て収益力の改善に取り組んでまいります。 

 封筒事業は、お客様のニーズに対応した柔軟な価格対応、付加価値製品の販売、企画・提案

力のさらなる強化に取り組み、販売数量増による売上の確保に努めてまいります。 

 メーリングサービス事業は、良好な取引関係にある企業と連携し、優位性を活かしたサービ

スを提供するなど、新たなソリューションモデルの構築を進め、新規開拓による受託件数の増

加に取り組みます。また、引き続き作業現場における業務改善活動を推進し収益力の改善に努

めてまいります。さらに、当社の強みを活かせる商品・サービスを選定し、既存受託先に対す

る企画・提案活動を進めてまいります。 

 その他の事業は、需要が総じて減少傾向にあるため、新たな販売先の開拓を強化し、売上の

確保に努めるとともに、生産性の向上ならびにコスト削減を推進し、収益力の改善に取り組ん

でまいります。 

 

 平成24年１月期の連結業績の見通しについては、売上高は225億円（前期比0.7％増）、営業

利益は90百万円（前期は営業損失３億43百万円）、経常利益は１億80百万円（前期は経常損失

２億15百万円）、当期純利益は１億円（前期は純損失４億58百万円）となる見込みであります。 

 

(2) 財政状態に関する分析 

  ①資産 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ７億83百万円（3.6％）減少して209

億３百万円となりました。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ１億35百万円（1.4％）減少して96億44百万円となりま

した。現金及び預金が同２億74百万円、商品及び製品が同86百万円それぞれ減少いたしました。

一方で、受取手形及び売掛金が同２億20百万円増加いたしました。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ６億47百万円（5.4％）減少して112億59百万円となりま

した。有形固定資産は同４億73百万円減少して86億74百万円となり、無形固定資産は同25百万

円減少して60百万円となりました。これは主に、設備投資額が５億55百万円であったことに対

し、減価償却費が８億４百万円、減損損失が２億87百万円発生したことなどによるものであり

ます。また、投資その他の資産は同１億49百万円減少して25億24百万円となりました。これは

主に、繰延税金資産が同１億59百万円増加したものの、関連会社株式の売却などにより投資有

価証券が同２億80百万円減少したことなどによるものであります。 
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  ②負債 

 当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末に比べ２億48百万円（2.5％）減少して97億

78百万円となりました。 

流動負債は同１億98百万円増加して77億22百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が同２億77百万円減少したものの、１年内返済予定の長期借入金が同６億99百万円増加し

たことなどによるものであります。 

固定負債は同４億46百万円減少して20億55百万円となりました。これは主に、退職給付引当金

が同１億98百万円増加したものの、長期借入金が同７億71百万円減少したことなどによるもの

であります。 

なお、リース債務を除く有利子負債は同１億17百万円減少し、38億35百万円となりました。 

 

  ③純資産 

 当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ５億34百万円（4.6％）減少して111

億25百万円となりました。これは主に、剰余金の配当85百万円および当期純損失４億58百万円

により利益剰余金が同５億79百万円減少したことなどによるものであります。 

 なお、自己資本比率は同0.6ポイント低下して53.1％となりました。 

 

  ④キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは１億20百万円の収入、投資

活動によるキャッシュ・フローは１億50百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは

２億22百万円の支出となったため、当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」と

いう。）は前連結会計年度末に比べ２億52百万円減少して、29億64百万円（前連結会計年度比

7.8％減）となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の収入は１億20百万円（前連結会計年度比93.6％減）となりました。こ

れは主に、資金の増加要因として減価償却費８億４百万円、減損損失２億87百万円、退職給付

引当金の増加額１億98百万円、資金の減少要因として税金等調整前当期純損失５億94百万円、

売上債権の増加額２億15百万円、仕入債務の減少額２億77百万円などによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の支出は１億50百万円（前連結会計年度は９億10百万円の支出）となり

ました。これは主に、有形固定資産の取得による支出４億33百万円、投資有価証券の取得によ

る支出50百万円、投資有価証券及び関係会社株式の売却による収入２億98百万円などによるも

のであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の支出は２億22百万円（前連結会計年度は２億51百万円の支出）となり

ました。これは主に、短期借入金の純減少額45百万円、長期借入金の純減少額72百万円、配当

金の支払額85百万円などによるものであります。 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社の利益配分につきましては、各事業年度の業績の状況と将来の事業展開を総合的に勘案

し、企業基盤強化のための内部留保にも留意しながら、株主の皆様への安定した配当を継続す

ることを最重要政策の一つに位置付けております。また、業績に応じまして企業の節目ごとの

記念配当等にも配慮する所存であります。 

 当期は純損失を計上いたしましたが、配当金につきましては、１株につき普通配当４円（う

ち中間配当２円）といたしました。 

 内部留保につきましては、将来にわたる生産設備の効率化や能力増強投資および販売・物流

体制の強化のための資金需要に備え、新規事業分野の開拓等、将来の企業発展に向けての投資

に役立てる方針であります。 

 なお、平成24年１月期の配当につきましては、１株につき普通配当４円（うち中間配当２

円）を維持する所存であります。 

 

(4) 事業等のリスク 

 決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項には、次のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末（平成23年１月31日）

現在において当社グループが判断したものであります。 

 

  ①機密情報の取扱について 

 当社は、機密情報や個人情報の重要性を自覚し、平成15年10月にプライバシーマークの認証

を取得、また、平成17年８月に情報セキュリティマネジメントシステムの認証を取得するなど、

機密情報や個人情報を含むお客様のデータベースを取り扱う際の運用については、十分な注意

を払っております。 

 こうした取り組みにより、機密情報や個人情報が漏洩する可能性は低いと考えておりますが、

何らかの理由により機密情報や個人情報が外部に漏洩した場合には、当社グループの業績に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ②製品の欠陥や品質について 

 当社グループは徹底した品質管理のもとで製品を製造しておりますが、設計上あるいは製造

工程上での不備により製品の欠陥が生じた場合、損害賠償や売上の低下により当社グループの

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ③取引先の信用リスクについて 

 当社グループは代販店を含め数多くの取引先と掛売り取引を行っております。当社グループ

は市場における信用情報の収集、与信限度の定期的な見直し等を行い、取引先の信用リスクに

備えておりますが、倒産のような予期せぬ事態により債権回収に支障が発生した場合、当社グ

ループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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  ④金利上昇による影響について 

 当社は有利子負債の削減に取り組んでおりますが、大幅な金利上昇が生じた場合には、当社

グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑤原材料調達の影響について 

 原材料の調達については、複数のメーカーから封筒用紙やフィルム材料などを購入し、安定

的な原材料の確保と最適な調達価格の維持に努めております。しかしながら、原油価格の高騰

や急激な需要変化および品質問題などにより、原材料調達がきわめて困難になった場合や購入

価格が著しく変動した場合には、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 

  ⑥郵便制度変更等による影響について 

 封筒・メーリングサービスを中心とする当社の業務は、郵便制度と密接な係わりを持ってお

り、これまでも郵便制度が変更された場合には、それに対応したタイムリーな営業施策により、

当社業績にプラスとなるように努めてまいりましたが、制度変更の内容しだいでは当社グルー

プの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑦得意先の購買形態の変化について 

 お客様のコスト削減意識の高まりや購買業務効率化の観点から、購買形態を変更する動きが

出てきております。このような変化が急速に拡大した場合、販売価格の下落やお客様の喪失な

どにより、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑧需要・市況の変動による影響について 

 当社グループの売上は日本国内向けであり、国内の景気動向の影響を大きく受けます。景気

後退による需要の減少や競争の激化等により市況が悪化した場合には、当社グループの業績に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑨季節要因による業績推移について 

 当社の販売動向には次の理由により若干の季節変動があります。上半期において、新年度用

の封筒が増える傾向にあること、また株主総会の招集通知用等の封筒が増えることから、業績

が上半期に偏る傾向があります。今後も同様の理由により季節変動が予想されますので、当社

グループの業績を判断する際には留意する必要があります。 

最近の２連結会計年度の上半期および下半期の業績推移は次のとおりであります。 

平成22年１月期 平成23年１月期 
項目 

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期 

売上高   (百万円) 12,956 10,989 23,945 11,933 10,409 22,343

構成比   (％) 54.1 45.9 100.0 53.4 46.6 100.0

営業利益又は
営業損失(△) 

(百万円) 495 △398 97 137 △481 △343

構成比   (％) ― ― 100.0 ― ― 100.0

経常利益又は
経常損失(△) 

(百万円) 545 △346 199 209 △424 △215

構成比   (％) ― ― 100.0 ― ― 100.0
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  ⑩投資リスクについて 

 当社グループの所有する有価証券は、取引金融機関、販売先企業、仕入先企業等、業務上密

接な関係にある企業の株式が大半でありますが、株式市況の動向等によって、当社グループの

業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。なお、当連結会計年度末における投資

有価証券の総資産に対する比率は6.7％となっております。 

 

  ⑪自然災害の影響について 

 当社は生産拠点が分散しており、自然災害に強い体質となっています。加えて災害対策や復

旧計画を検討しており想定内の災害には迅速に対応するべく体制を整えております。しかしな

がら、大規模な自然災害が発生した場合には甚大な損害を受ける可能性があります。その場合

には、製品の供給体制が確保できなくなり売上の急激な低下がおこり、また修復に多額の費用

が発生するため、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑫システム障害について 

 当社は受注から生産、売上までの一貫システムを全社オンライン体制で構築しており、短期

間の障害であればバックアップできる仕組みを構築しております。しかしながら、大規模災害

やインフラ障害などにより復旧に時間を要する場合は、システムが機能せず当社の業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

 

  ⑬退職給付債務について 

 当社は、企業年金基金制度を採用しており、従業員退職給付費用および債務は、割引率等数

理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率に基づいて算出されております。した

がって年金資産の運用成績の低迷および割引率のさらなる低下等の要因により、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、平成23年２月１日より、確定給付年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行しており

ます。 

 

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等 

該当事項はありません。 
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２．企業集団の状況 

 

当社グループは、当社および子会社４社で構成され、各種封筒の製造販売事業およびダイレクトメ

ール等の発送代行事業をコア事業とし、その他の事業として、コンピュータ販売等の情報システム事

業および子会社による諸事業を行っております。 

当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントの関連は、次のとおりであり

ます。 

《封筒事業》 

通信、電気、ガス料金等各種の請求用、株主総会招集通知用、官公庁等の諸通知用、銀行窓口の現

金用および一般事務用等として使用される長形封筒、角形封筒、洋形封筒ならびに窓付き封筒(プラマ

ド封筒、セロマド封筒)その他の封筒類の製造販売を行っております。 

また、当社の連結子会社は次の事業を行っております。 

《株式会社津田イムラ》…封筒・袋類の販売、事務用品・印刷物の販売 

《メーリングサービス事業》 

ダイレクトメールの企画、製作ならびに発送代行、冊子類および販売促進用商品等の封入・梱包お

よびその発送代行、顧客リストの管理業務、データプリントサービス等のサービスを行っております。 

《その他の事業》 

オフィスコンピュータ、パーソナルコンピュータおよび周辺機器類の販売、ソフトウェアの開発業

務等を行っております。 

また、当社の連結子会社は次の事業を行っております。 

《東杏印刷株式会社》…医療機関用印刷物の製造販売および医療機関用諸物品の販売 

《株式会社タイパック》…不織布製の封筒・造園資材等の製造販売ならびに機械部品等の輸出入 

  《株式会社メトロテック》…機械器具の自動制御装置および電子回路の設計製造販売 
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  事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係会社の状況 
 

名称 住所 
資本金 
(百万円)

主要な 
事業の内容

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 

(連結子会社)    

東杏印刷株式会社 
東京都 
練馬区 

20 その他の事業 100.0
医療機関用諸物品の購入 
当社製品の販売 
役員の兼任等 

株式会社タイパック 
東京都 
千代田区 

60 その他の事業 100.0

不織布製封筒の購入 
封筒製造工程の一部加工を委託 
機械部品等の購入 
機械等の賃貸 
当社製品の販売 
一部仕入先に対する債務保証 
役員の兼任等 

株式会社メトロテック 
埼玉県 
戸田市 

30 その他の事業 80.0
封入機械等の購入 
当社製品の販売 
役員の兼任等 

株式会社津田イムラ 
名古屋市 
西区 

10 封筒事業 100.0
当社製品の販売 
土地、建物等の賃貸 
役員の兼任等 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 平成22年８月31日に、東銀座印刷出版株式会社の株式の一部を売却し、同社を持分法適用関連会社から

除外しております。 

封筒事業 
メーリング 

サービス事業 
その他の事業 

株式会社イムラ封筒 

顧       客 

東

杏

印

刷

㈱

※ 
㈱
タ
イ
パ
ッ
ク 

※ 

㈱
メ
ト
ロ
テ
ッ
ク

※ 

㈱
津
田
イ
ム
ラ

※ 

（矢印⇒は製品の販売の流れを示す） 

※連結子会社 

商
品
の
仕
入 

商
品
の
仕
入 

機
械
・
部
品
等
の
購
入 

機
械
・
部
品
等
の
購
入 
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針、(2) 目標とする経営指標、(3) 中長期的な会社の経営戦略 

 平成21年１月期決算短信（平成21年３月17日開示）により開示を行った内容から重要な変更がな

いため開示を省略いたします。 

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

 http://www.imura.co.jp 

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

 

(4) 会社の対処すべき課題 

 ４ページ「１．経営成績 (1)経営成績に関する分析 ②次期の見通しと対処すべき課題」に記載

のとおりであります。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,393 3,118

受取手形及び売掛金 3,544 3,765

商品及び製品 572 486

仕掛品 222 195

原材料及び貯蔵品 452 490

繰延税金資産 255 240

その他 1,356 1,366

貸倒引当金 △19 △20

流動資産合計 9,779 9,644

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,577 7,610

減価償却累計額 △5,475 △5,609

建物及び構築物（純額） 2,102 2,001

機械装置及び運搬具 18,412 18,398

減価償却累計額 △15,910 △16,245

機械装置及び運搬具（純額） 2,501 2,152

土地 4,306 4,303

建設仮勘定 92 46

その他 1,029 1,060

減価償却累計額 △885 △889

その他（純額） 144 170

有形固定資産合計 9,147 8,674

無形固定資産   

その他 85 60

無形固定資産合計 85 60

投資その他の資産   

投資有価証券 1,689 1,409

繰延税金資産 390 549

その他 653 620

貸倒引当金 △59 △54

投資その他の資産合計 2,674 2,524

固定資産合計 11,907 11,259

資産合計 21,686 20,903
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,333 3,055

短期借入金 1,980 1,935

1年内返済予定の長期借入金 668 1,367

未払金 474 416

未払法人税等 54 46

賞与引当金 455 411

設備関係支払手形 15 7

その他 542 482

流動負債合計 7,524 7,722

固定負債   

長期借入金 1,304 532

退職給付引当金 759 957

役員退職慰労引当金 369 392

その他 69 172

固定負債合計 2,502 2,055

負債合計 10,026 9,778

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,197 1,197

資本剰余金 1,363 1,363

利益剰余金 9,071 8,491

自己株式 △25 △25

株主資本合計 11,607 11,027

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 29 73

評価・換算差額等合計 29 73

少数株主持分 23 24

純資産合計 11,660 11,125

負債純資産合計 21,686 20,903
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

売上高 23,945 22,343

売上原価 18,801 17,994

売上総利益 5,144 4,349

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 791 739

給料 1,833 1,718

賞与引当金繰入額 183 168

退職給付費用 265 215

法定福利費 300 305

役員退職慰労引当金繰入額 25 26

減価償却費 100 90

貸倒引当金繰入額 20 1

その他 1,524 1,425

販売費及び一般管理費合計 5,047 4,692

営業利益又は営業損失（△） 97 △343

営業外収益   

受取利息 11 2

受取配当金 22 20

受取賃貸料 11 9

受取手数料 12 2

デリバティブ評価益 6 －

持分法による投資利益 40 37

助成金収入 － 62

雑収入 59 61

営業外収益合計 165 196

営業外費用   

支払利息 51 42

手形売却損 6 3

デリバティブ評価損 － 9

投資事業組合運用損 － 8

雑損失 5 3

営業外費用合計 63 67

経常利益又は経常損失（△） 199 △215

特別利益   

投資有価証券売却益 － 6

貸倒引当金戻入額 17 2

国庫補助金 0 0

特別利益合計 17 9
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

特別損失   

たな卸資産評価損 3 －

たな卸資産処分損 － 21

固定資産売却損 2 0

固定資産除却損 8 11

固定資産圧縮損 0 0

減損損失 54 287

投資有価証券評価損 57 65

投資有価証券償還損 6 －

その他 － 0

特別損失合計 132 388

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

85 △594

法人税、住民税及び事業税 41 36

法人税等調整額 △29 △173

法人税等合計 11 △137

少数株主利益 5 1

当期純利益又は当期純損失（△） 67 △458
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,197 1,197

当期末残高 1,197 1,197

資本剰余金   

前期末残高 1,363 1,363

当期末残高 1,363 1,363

利益剰余金   

前期末残高 9,089 9,071

当期変動額   

剰余金の配当 △85 △85

当期純利益又は当期純損失（△） 67 △458

持分法の適用範囲の変動 － △35

当期変動額合計 △17 △579

当期末残高 9,071 8,491

自己株式   

前期末残高 △24 △25

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △25 △25

株主資本合計   

前期末残高 11,625 11,607

当期変動額   

剰余金の配当 △85 △85

当期純利益又は当期純損失（△） 67 △458

持分法の適用範囲の変動 － △35

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △17 △580

当期末残高 11,607 11,027
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 14 29

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 44

当期変動額合計 14 44

当期末残高 29 73

評価・換算差額等合計   

前期末残高 14 29

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 44

当期変動額合計 14 44

当期末残高 29 73

少数株主持分   

前期末残高 17 23

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 0

当期変動額合計 5 0

当期末残高 23 24

純資産合計   

前期末残高 11,657 11,660

当期変動額   

剰余金の配当 △85 △85

当期純利益又は当期純損失（△） 67 △458

持分法の適用範囲の変動 － △35

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 20 45

当期変動額合計 2 △534

当期末残高 11,660 11,125
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

85 △594

減価償却費 844 804

減損損失 54 287

貸倒引当金の増減額（△は減少） △105 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） △3 △44

退職給付引当金の増減額（△は減少） 297 198

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25 23

受取利息及び受取配当金 △34 △22

デリバティブ評価損益（△は益） △6 9

持分法による投資損益（△は益） △40 △37

投資有価証券売却損益（△は益） － △6

投資有価証券評価損益（△は益） 57 65

投資有価証券償還損益（△は益） 6 －

支払利息 51 42

固定資産除却損 8 11

売上債権の増減額（△は増加） 481 △215

たな卸資産の増減額（△は増加） 100 74

仕入債務の増減額（△は減少） △134 △277

その他 207 △170

小計 1,895 144

利息及び配当金の受取額 32 51

利息の支払額 △50 △42

法人税等の還付額 44 10

法人税等の支払額 △22 △42

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,900 120

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △583 △433

有形固定資産の売却による収入 1 0

無形固定資産の取得による支出 △15 △8

投資有価証券の取得による支出 △293 △50

投資有価証券の売却による収入 － 162

投資有価証券の償還による収入 23 9

関係会社株式の売却による収入 － 136

貸付けによる支出 △0 △1

貸付金の回収による収入 1 1

定期預金の増減額（△は増加） 32 18

信託受益権の増減額（△は増加） △115 16

その他 39 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △910 △150
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 23 △45

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △9 △18

長期借入れによる収入 1,140 820

長期借入金の返済による支出 △1,319 △892

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △85 △85

少数株主への配当金の支払額 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △251 △222

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 739 △252

現金及び現金同等物の期首残高 2,477 3,216

現金及び現金同等物の期末残高 3,216 2,964
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

 

前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社の数 ３社 

主要な持分法適用関連会社の名称  

東銀座印刷出版株式会社 

当連結会計年度において、東銀座印刷出版株式

会社の株式を新たに取得したため、持分法適用

の範囲に含めております。 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

なお、前連結会計年度において持分法適用関連会

社でありました東銀座印刷出版株式会社及び同社

の連結子会社２社は、第３四半期連結会計期間に

当社が所有する株式の一部売却に伴い持分比率が

減少したため、持分法適用の範囲から除外してお

ります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (4) 重要なヘッジ会計の方法 

  1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジによっております。た

だし、特例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を適用しております。 

 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (4)         ― 

 

 

  2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…長期借入金 

 

 

  3) ヘッジ方針 

社内規程に基づき、長期借入金にかかる金利

変動リスクをヘッジしております。 

 

 

  4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段に関する重要な条

件が同一と想定されるため、ヘッジ有効性の

判定は省略しております。 

 

 

  

なお、上記以外の事項については、最近の有価証券報告書（平成22年４月21日提出）における記載から

重要な変更がないため、開示を省略いたします。 
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【連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更】 

 

前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

（棚卸資産の評価基準及び評価方法） 

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月

５日 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準

及び評価方法については、主として移動平均法に

よる原価法から、主として移動平均法による原価

法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変

更しております。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べ

て、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ10百万円減少しております。 

なお、金額僅少により、セグメント情報に与える

影響については、当該箇所への記載を省略してお

ります。 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（リース取引に関する会計基準等の適用） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっておりましたが、当連結会計年度

より「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日 （企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日が平成21年１月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を引き続き採用しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

（退職給付債務の計算における割引率の決定方針の変

更） 

  当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準｣の一部改正（その３）｣（企業会計基準第19号

平成20年７月31日）を適用しております。 

  この変更による影響はありません。 
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【表示方法の変更】 

 

前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

（連結貸借対照表） 

１．財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成

20年８月７日内閣府令第50号)が適用となることに

伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」

として掲記されたものは、当連結会計年度より

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ601百万円、239百万円、507百万円であります。

２．前連結会計年度において、無形固定資産の「ソフ

トウェア他」として掲記されていたものは、ＥＤ

ＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の

比較可能性を向上するため、当連結会計年度より

無形固定資産の「その他」として掲記しておりま

す。 

３．前連結会計年度において投資その他の資産に区分

掲記していた「長期前払費用」（当連結会計年度

28百万円）は、金額的重要性が乏しいため、当連

結会計年度より投資その他の資産の「その他」に

含めて表示しております。 

 

（連結損益計算書） 

従来、「その他の複合金融商品（払込資本を増加

させる可能性のある部分を含まない複合金融商

品）に関する会計処理」（企業会計基準適用指針

第12号（企業会計基準委員会 平成18年３月30

日））に従い、時価の洗替えに伴う評価損益につ

いて営業外費用の「投資有価証券評価損」勘定、

営業外収益の「投資有価証券評価益」勘定にて記

載する方針を採用しておりましたが、当連結会計

年度より明瞭表示の観点から、営業外費用の「デ

リバティブ評価損」勘定、営業外収益の「デリバ

ティブ評価益」勘定にて表示することに変更いた

しました。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・

フローの「投資有価証券評価損益(△は益)」に含

めて表示しておりました「デリバティブ評価損益

(△は益)」は、当連結会計年度より明瞭表示の観

点から区分掲記することに変更いたしました。 

なお、前連結会計年度における「デリバティブ評

価損益(△は益)」の金額は23百万円であります。 

 

― 
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前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

２．前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました

「信託受益権の増減額(△は増加)」は、当連結会

計年度において金額的重要性が高まったため区分

掲記することに変更いたしました。 

なお、前連結会計年度における「信託受益権の増

減額(△は増加)」の金額は△22百万円でありま

す。 

 

― 

 

【追加情報】 

 

前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平

成20年４月30日 法律第23号）を契機として、当連結会

計年度より機械装置の耐用年数について見直しを行って

おります。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べて、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それ

ぞれ88百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 

― 
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【注記事項】 

（連結貸借対照表関係） 

 

前連結会計年度 

(平成22年１月31日) 

当連結会計年度 

(平成23年１月31日) 

 １ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 404百万円
 

― 
 

 

 ２ 担保資産 

(1) 流動資産 

  担保提供資産 

その他の流動資産 375百万円

  担保資産に対応する債務 

手形債権売却伴う 

買戻し義務 
315百万円

 

 ２ 担保資産 

(1) 流動資産 

  担保提供資産 

その他の流動資産 377百万円

  担保資産に対応する債務 

手形債権売却伴う 

買戻し義務 
245百万円

 

(2) 固定資産 

担保提供資産 

建物及び構築物 1,627百万円

機械装置及び運搬具 2,106百万円

土地 2,205百万円

合計 5,939百万円

上記固定資産のうち工場財団抵当に供してい

る資産 

建物及び構築物 1,582百万円

機械装置及び運搬具 2,106百万円

土地 2,136百万円

合計 5,825百万円
 

(2) 固定資産 

担保提供資産 

建物及び構築物 1,573百万円

機械装置及び運搬具 1,974百万円

土地 2,205百万円

合計 5,753百万円

上記固定資産のうち工場財団抵当に供してい

る資産 

建物及び構築物 1,532百万円

機械装置及び運搬具 1,974百万円

土地 2,136百万円

合計 5,642百万円
 

  

担保資産に対応する債務 

短期借入金 750百万円

長期借入金 

(1年内返済予定額を含む) 
1,100百万円

合計 1,850百万円

上記債務のうち工場財団抵当に対応する債務 

短期借入金 550百万円

長期借入金 

(1年内返済予定額を含む) 
993百万円

合計 1,543百万円
 

担保資産に対応する債務 

短期借入金 747百万円

長期借入金 

(1年内返済予定額を含む) 
1,132百万円

合計 1,879百万円

上記債務のうち工場財団抵当に対応する債務 

短期借入金 550百万円

長期借入金 

(1年内返済予定額を含む) 
969百万円

合計 1,519百万円
 

 ３ 保証債務 

 (1) 従業員の住宅取得に基づく金融機関からの借

入金に対して、次のとおり保証を行っており

ます。 

 12百万円
 

 ３ 保証債務 

 (1) 従業員の住宅取得に基づく金融機関からの借

入金に対して、次のとおり保証を行っており

ます。 

 5百万円
 

 (2) 下記の会社に対して、手形債権売却に伴う買

戻し義務があります。 

ファンタスティック・ファ

ンディング・コーポレーシ

ョン 

315百万円

 

 (2) 下記の会社に対して、手形債権売却に伴う買

戻し義務があります。 

ファンタスティック・ファ

ンディング・コーポレーシ

ョン 

245百万円

 

 ４ 手形割引高 

受取手形割引高 2百万円
 

― 
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前連結会計年度 

(平成22年１月31日) 

当連結会計年度 

(平成23年１月31日) 

 ５ 期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

   なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高

に含まれております。 

 受取手形 31百万円

 支払手形 69百万円

 設備関係支払手形 0百万円
 

― 

 

     

 

（連結損益計算書関係） 

 
前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

 １ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下額 

 売上原価 10百万円
 

 １ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下額 

 売上原価 0百万円

 
なお、金額は洗替法によっております。 
 

 ２ 固定資産売却損の内容は次のとおりでありま

す。 

 機械装置及び運搬具 0百万円

 その他 1百万円

 合計 2百万円
  

 ２ 固定資産売却損の内容は次のとおりでありま

す。 

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 0百万円

合計 0百万円
  

 ３ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 0百万円

 機械装置及び運搬具 2百万円

 その他 1百万円

 無形固定資産 3百万円

 合計 8百万円
  

 ３ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 7百万円

その他 1百万円

合計 11百万円
  

 ４ 減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
減損損失
(百万円)

印刷物 
生産設備 
(注)１ 

建物 
機械装置 
土地 

東京都練馬区 
新潟県燕市 

51

遊休 
(注)２ 

機械装置 
奈良県葛城市 
神奈川県相模
原市他 

3

計 54

 

 

 

 ４ 減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
減損損失
(百万円)

封入設備等
（注)１ 

機械装置
等 

東京都昭島市 
大阪市平野区
他 

270

印刷物生産
設備(注)２

建物 
機械装置
土地 

東京都練馬区 
新潟県燕市 

11

遊休 
(注)３ 

機械装置
奈良県葛城市 
神奈川県相模
原市他 

5

計 287
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前連結会計年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

(注)１ 印刷物生産設備はその他の事業のうち医療機

関向け印刷物の製造事業に供している資産で

あり、その減損損失の内訳は次のとおりであ

ります。 

建物 13百万円 

機械装置 23百万円 

土地 14百万円 

 

 

(注)１ 封入設備等はメーリングサービス事業に供し

ている資産であり、その減損損失の内訳は次

のとおりであります。 

建物及び構築物 13百万円

機械装置及び運搬具 163百万円

その他（工具、器具及
び備品、リース資産) 

36百万円

その他 
(ソフトウエア他) 

3百万円

リース資産減損勘定 53百万円

  

(注)２ 遊休資産の減損損失の主な内訳は次のとおり

であります。 

機械装置 3百万円 

 

 

 

 

 

(注)２ 印刷物生産設備はその他の事業のうち医療機

関向け印刷物の製造事業に供している資産で

あり、その減損損失の内訳は次のとおりであ

ります。 

建物び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 5百万円

土地 3百万円

  
 
 
 
 
 
(経緯) 

連結子会社が営む医療機関向け印刷物の製造事業にお

いては、価格競争の激化などにより、今後も経常的な

損失が予想されることから、減損損失（51百万円）を

計上しております。 

また、遊休資産については、今後の利用計画がないた

め、減損損失（３百万円）を計上しております。 

 

 

 

(グルーピングの方法) 

事業の種類別セグメントを基本とし、将来の使用が見

込まれていない遊休資産については、個々の物件単位

でグルーピングを行っております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

回収可能価額は正味売却価額を適用しており、土地及

び建物については不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評

価額により評価し、機械装置についてはマーケットア

プローチに基づく不動産鑑定士の査定額により評価し

ております。 

(注)３ 遊休資産の減損損失の主な内訳は次のとおり

であります。 

機械装置及び運搬具 5百万円

 

(経緯) 

メーリングサービス事業においては、価格競争の激化

などにより、今後も経常的な損失が予想されることか

ら、減損損失（270百万円）を計上しております。 

連結子会社が営む医療機関向け印刷物の製造事業にお

いては、価格競争の激化などにより、今後も経常的な

損失が予想されることから、減損損失（11百万円）を

計上しております。 

また、遊休資産については、今後の利用計画がないた

め、減損損失（５百万円）を計上しております。 

(グルーピングの方法) 

事業の種類別セグメントを基本とし、将来の使用が見

込まれていない遊休資産については、個々の物件単位

でグルーピングを行っております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

回収可能価額は正味売却価額を適用しており、市場価

格が観察できるものについてはマーケットアプロー

チ、市場価格が観察できないものについてはコストア

プローチに基づく不動産鑑定士の査定額により評価し

ております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

１. 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式(株) 21,458,740 － － 21,458,740 

 

２. 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式(株) 98,364 260 － 98,624 

（変動事由の概要） 

自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

３. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年４月22日 
定時株主総会 

普通株式 42 2.00 平成21年１月31日 平成21年４月23日

平成21年９月４日
取締役会 

普通株式 42 2.00 平成21年７月31日 平成21年10月９日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成22年４月21日
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 42 2.00 平成22年１月31日 平成22年４月22日
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当連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式(株) 21,458,740 － － 21,458,740

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式(株) 98,624 1,939 － 100,563

（変動事由の概要） 

自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成22年４月21日
定時株主総会 

普通株式 42 2.00 平成22年１月31日 平成22年４月22日

平成22年９月９日 
取締役会 

普通株式 42 2.00 平成22年７月31日 平成22年10月８日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成23年４月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 42 2.00 平成23年１月31日 平成23年４月28日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年１月31日）

現金及び預金勘定 3,393百万円

預入期間が３か月を超える

定期性預金 
△176百万円

現金及び現金同等物 3,216百万円

  

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年１月31日）

現金及び預金勘定 3,118百万円

預入期間が３か月を超える

定期性預金 
△153百万円

現金及び現金同等物 2,964百万円
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

 

 
封筒事業 

(百万円) 

メーリングサ
ービス事業

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 
計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益  

 売上高  

 (1)外部顧客に対する売上高 19,175 2,741 2,029 23,945 － 23,945

 (2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

550 0 154 705 (705) －

計 19,725 2,741 2,183 24,650 (705) 23,945

 営業費用 19,615 2,824 2,137 24,577 (729) 23,848

 営業利益又は営業損失（△） 110 △83 46 73 23 97

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出 

 

 資産 12,684 1,095 1,174 14,954 6,732 21,686

 減価償却費 714 88 24 827 16 844

 減損損失 － － 51 51 3 54

 資本的支出 431 14 29 475 15 490

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 封筒事業 

長形封筒、角形封筒、洋形封筒、窓付き封筒等の各種封筒の製造及び販売 

(2) メーリングサービス事業 

ダイレクトメールの企画、製作、封入発送代行 

冊子類及び各種販売促進用商品等の封入発送 

データプリントサービス 

(3) その他の事業 

オフィスコンピュータ、パーソナルコンピュータ及び周辺機器類の販売 

ソフトウェアの開発 

医療機関用印刷物の製造販売及び医療機関用諸物品の販売 

不織布製の封筒・造園資材等の製造販売並びに機械部品等の輸出入 

機械器具の自動制御装置及び電子回路の設計製造販売 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目にまとめた全社資産(6,732百万円)の主なものは、親会社での余剰運

用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 資本的支出については、長期前払費用の増加額を含んでおります。 

５ （追加情報） 

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日 法律第23号）を契機として、

当連結会計年度より機械装置の耐用年数について見直しを行っております。  

この変更により、従来の方法によった場合と比べて、封筒事業は75百万円、メーリングサービス事業

は12百万円、営業利益がそれぞれ増加しております。 
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当連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

 

 
封筒事業 

(百万円) 

メーリングサ
ービス事業

(百万円) 

その他の事業

(百万円) 
計 

(百万円) 

消去又は 

全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益  

 売上高  

 (1)外部顧客に対する売上高 18,179 2,304 1,859 22,343 － 22,343

 (2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

491 － 144 635 (635) －

計 18,671 2,304 2,003 22,979 (635) 22,343

 営業費用 18,751 2,541 2,033 23,327 (640) 22,686

 営業損失（△） △80 △237 △30 △348 4 △343

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出 

 

 資産 12,330 911 1,157 14,399 6,503 20,903

 減価償却費 681 86 21 789 15 804

 減損損失 － 270 11 282 5 287

 資本的支出 388 139 19 547 8 555

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 封筒事業 

長形封筒、角形封筒、洋形封筒、窓付き封筒等の各種封筒の製造及び販売 

(2) メーリングサービス事業 

ダイレクトメールの企画、製作、封入発送代行 

冊子類及び各種販売促進用商品等の封入発送 

データプリントサービス 

(3) その他の事業 

オフィスコンピュータ、パーソナルコンピュータ及び周辺機器類の販売 

ソフトウェアの開発 

医療機関用印刷物の製造販売及び医療機関用諸物品の販売 

不織布製の封筒・造園資材等の製造販売並びに機械部品等の輸出入 

機械器具の自動制御装置及び電子回路の設計製造販売 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目にまとめた全社資産(6,503百万円)の主なものは、親会社での余剰運

用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 資本的支出については、長期前払費用の増加額を含んでおります。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

 （開示の省略） 

  リース取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストックオプショ

ン等、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の重要性が大きくないと

考えられるため、開示は省略いたします。 

 

【関連当事者情報】 

前連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

１ 関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名称又は

氏名 
所在地 

資本金又は

出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合 

(％) 

関連当事者

との関係

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目

期末残高

(百万円)

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を自己の計算に
おいて所有してい
る会社等 

有限会社アイ・
エム興産 

奈良県 

葛城市 
10 

損害保険

代理業

(被所有) 

直接 3.35

間接 ― 

なし 
保険料 

の支払 
25 未払金 ― 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

保険料の支払については、通常の保険契約に基づき保険料の決定を行っております。 

 

２ 重要な関連会社に関する注記 

  重要な関連会社の要約財務情報 

当連結会計年度において、重要な関連会社は東銀座印刷出版株式会社であり、その要約財務情報

は以下のとおりであります。 
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(百万円) 

流動資産合計 2,092 

固定資産合計 1,018 

  

流動負債合計 754 

固定負債合計 678 

  

純資産合計 1,678 

  

売上高 1,824 

税引前当期純利益 251 

当期純利益 146 

 (注) 東銀座印刷出版株式会社は平成21年７月31日をもって持分法適用関連会社となったため、上記は

平成21年８月１日から平成22年１月31日までに係る財務情報であります。 

 

当連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

１ 関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名称又は

氏名 
所在地 

資本金又は

出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合 

(％) 

関連当事者

との関係

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円) 
科目

期末残高

(百万円)

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を自己の計算に
おいて所有してい
る会社等 

有限会社アイ・
エム興産 

奈良県 

葛城市 
10 

損害保険

代理業

(被所有) 

直接 3.35

間接 ― 

なし 
保険料 

の支払 
28 未払金 ― 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

保険料の支払については、通常の保険契約に基づき保険料の決定を行っております。 

 

２ 重要な関連会社に関する注記 

  重要な関連会社の要約財務情報 

当連結会計年度において、重要な関連会社は東銀座印刷出版株式会社でありますが、第３四半期

連結会計期間に株式の一部を売却したことにより関連当事者でなくなっており、その時点の要約財

務情報は以下のとおりであります。 

(百万円) 

流動資産合計 2,053 

固定資産合計 990 

  

流動負債合計 621 

固定負債合計 682 

  

純資産合計 1,740 

  

売上高 1,852 

税引前当期純利益 222 

当期純利益 136 
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（１株当たり情報） 

 
前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

  

１株当たり純資産額 544円78銭

１株当たり当期純利益金額 3円17銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため、記載しておりません。

  

１株当たり純資産額 519円75銭

１株当たり当期純損失金額(△) △21円48銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式がなく、かつ当期純損失を計上して
いるため、記載しておりません。 

    
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

項目 
前連結会計年度末 
(平成22年１月31日) 

当連結会計年度末 
(平成23年１月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 11,660 11,125

普通株式に係る純資産額（百万円） 11,636 11,100

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当た
り純資産額の算定に用いられた普通株式に係る連
結会計年度末の純資産額との差額の主な内訳 

少数株主持分（百万円） 23 24

普通株式の発行済株式数（株） 21,458,740 21,458,740

普通株式の自己株式数（株） 98,624 100,563

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株） 

21,360,116 21,358,177

 

２ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額(△) 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年２月１日
 至 平成22年１月31日)

当連結会計年度 
(自 平成22年２月１日
 至 平成23年１月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
(△）（百万円） 

67 △458

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△） 
（百万円） 

67 △458

普通株式の期中平均株式数（株） 21,360,218 21,359,375
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（重要な後発事象） 

 前連結会計年度(自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日) 

  該当事項はありません。 

 

 当連結会計年度(自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日) 

  退職給付制度の一部移行について 
   当社は、平成23年２月１日付で確定給付企業年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行いたし

ました。 

   この移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（平成14年１月31日 企業会

計基準適用指針第１号）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」

（平成14年３月29日 実務対応報告第２号）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分につい

て退職給付制度の一部終了の処理を行い、翌連結会計年度に特別利益として183百万円を計上

する見込みであります。 
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年１月31日) 

当事業年度 
(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,873 2,678

受取手形 492 487

売掛金 2,897 3,096

商品及び製品 468 400

仕掛品 205 181

原材料及び貯蔵品 388 425

前払費用 44 43

預け金 375 377

信託受益権 859 843

繰延税金資産 253 232

その他 75 93

貸倒引当金 △19 △18

流動資産合計 8,914 8,840

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,951 6,986

減価償却累計額 △4,996 △5,116

建物（純額） 1,955 1,869

構築物 460 462

減価償却累計額 △348 △359

構築物（純額） 112 102

機械及び装置 18,004 18,000

減価償却累計額 △15,516 △15,852

機械及び装置（純額） 2,488 2,147

車両運搬具 155 151

減価償却累計額 △141 △137

車両運搬具（純額） 13 13

工具、器具及び備品 936 904

減価償却累計額 △850 △840

工具、器具及び備品（純額） 85 64

土地 4,132 4,132

リース資産 59 116

減価償却累計額 △7 △20

リース資産（純額） 52 96

建設仮勘定 94 47

有形固定資産合計 8,935 8,474
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年１月31日) 

当事業年度 
(平成23年１月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 66 43

電話加入権 14 13

その他 0 0

無形固定資産合計 82 57

投資その他の資産   

投資有価証券 1,283 1,408

関係会社株式 951 587

破産更生債権等 39 35

敷金及び保証金 462 353

入会金 31 31

保険積立金 50 40

繰延税金資産 380 538

その他 30 117

貸倒引当金 △57 △53

投資その他の資産合計 3,173 3,058

固定資産合計 12,190 11,590

資産合計 21,105 20,431

負債の部   

流動負債   

支払手形 209 159

買掛金 2,976 2,776

短期借入金 1,850 1,800

1年内返済予定の長期借入金 662 1,367

リース債務 8 18

未払金 455 410

未払費用 307 306

未払法人税等 47 36

未払消費税等 79 15

前受金 16 15

預り金 70 67

賞与引当金 439 384

設備関係支払手形 15 7

その他 － 19

流動負債合計 7,141 7,384
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年１月31日) 

当事業年度 
(平成23年１月31日) 

固定負債   

長期借入金 1,304 532

リース債務 44 109

退職給付引当金 649 857

役員退職慰労引当金 343 362

その他 21 58

固定負債合計 2,364 1,921

負債合計 9,506 9,305

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,197 1,197

資本剰余金   

資本準備金 1,363 1,363

資本剰余金合計 1,363 1,363

利益剰余金   

利益準備金 299 299

その他利益剰余金   

別途積立金 8,810 8,810

繰越利益剰余金 △75 △593

利益剰余金合計 9,033 8,516

自己株式 △25 △25

株主資本合計 11,569 11,051

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 29 73

評価・換算差額等合計 29 73

純資産合計 11,599 11,125

負債純資産合計 21,105 20,431
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

売上高 22,112 20,757

売上原価   

製品期首たな卸高 482 438

当期製品製造原価 15,626 14,909

合計 16,109 15,348

製品期末たな卸高 438 367

製品売上原価 15,670 14,981

商品期首たな卸高 47 29

当期商品仕入高 1,981 2,025

合計 2,028 2,054

商品期末たな卸高 29 33

商品売上原価 1,999 2,021

売上原価合計 17,669 17,002

売上総利益 4,442 3,754

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 746 695

保管費 43 37

役員報酬 148 148

給料 1,551 1,458

賞与 175 158

賞与引当金繰入額 168 147

法定福利費 260 263

退職給付費用 259 209

役員退職慰労引当金繰入額 22 22

旅費及び交通費 83 68

地代家賃 316 303

支払手数料 123 120

減価償却費 115 86

貸倒引当金繰入額 20 0

その他 385 362

販売費及び一般管理費合計 4,419 4,084

営業利益又は営業損失（△） 22 △329
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

営業外収益   

受取利息 0 0

有価証券利息 10 1

受取配当金 22 51

デリバティブ評価益 6 －

受取賃貸料 18 18

受取手数料 31 6

助成金収入 － 54

雑収入 58 43

営業外収益合計 147 176

営業外費用   

支払利息 49 41

手形売却損 6 3

デリバティブ評価損 － 9

賃貸費用 4 3

雑損失 5 11

営業外費用合計 64 69

経常利益又は経常損失（△） 104 △223

特別利益   

国庫補助金 0 0

貸倒引当金戻入額 13 2

投資有価証券売却益 － 21

特別利益合計 13 24

特別損失   

たな卸資産評価損 3 －

たな卸資産処分損 － 21

固定資産売却損 1 0

固定資産除却損 7 11

固定資産圧縮損 0 0

減損損失 3 276

投資有価証券評価損 57 65

投資有価証券償還損 6 －

ゴルフ会員権評価損 － 0

特別損失合計 79 375

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 38 △574

法人税、住民税及び事業税 26 24

法人税等調整額 △41 △166

法人税等合計 △15 △142

当期純利益又は当期純損失（△） 53 △431
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,197 1,197

当期末残高 1,197 1,197

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,363 1,363

当期末残高 1,363 1,363

資本剰余金合計   

前期末残高 1,363 1,363

当期末残高 1,363 1,363

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 299 299

当期末残高 299 299

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 8,810 8,810

当期末残高 8,810 8,810

繰越利益剰余金   

前期末残高 △43 △75

当期変動額   

剰余金の配当 △85 △85

当期純利益又は当期純損失（△） 53 △431

当期変動額合計 △32 △517

当期末残高 △75 △593

利益剰余金合計   

前期末残高 9,065 9,033

当期変動額   

剰余金の配当 △85 △85

当期純利益又は当期純損失（△） 53 △431

当期変動額合計 △32 △517

当期末残高 9,033 8,516

自己株式   

前期末残高 △24 △25

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △25 △25
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 11,601 11,569

当期変動額   

剰余金の配当 △85 △85

当期純利益又は当期純損失（△） 53 △431

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △32 △517

当期末残高 11,569 11,051

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 14 29

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 43

当期変動額合計 14 43

当期末残高 29 73

評価・換算差額等合計   

前期末残高 14 29

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 43

当期変動額合計 14 43

当期末残高 29 73

純資産合計   

前期末残高 11,616 11,599

当期変動額   

剰余金の配当 △85 △85

当期純利益又は当期純損失（△） 53 △431

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14 43

当期変動額合計 △17 △473

当期末残高 11,599 11,125
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【継続企業の前提に関する事項】 

  該当事項はありません。 

 

【重要な会計方針】 

 

前事業年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジによっております。ただ

し、特例処理の要件を満たしている場合は特例

処理を適用しております。 

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段…金利スワップ 

      ヘッジ対象…長期借入金 

 

 (3) ヘッジ方針 

社内規程に基づき、長期借入金にかかる金利変

動リスクをヘッジしております。 

 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段に関する重要な条件

が同一と想定されるため、ヘッジ有効性の判定

は省略しております。 

 

６           ― 

 

  

なお、上記以外の事項については、最近の有価証券報告書における記載から重要な変更がないため、記

載を省略いたします。 
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【会計方針の変更】 

 

前事業年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

（棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業

会計基準第９号）を適用し、評価基準及び評価方法に

ついては、主として移動平均法による原価法から、主

として移動平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）に変更しております。 

この変更により、従来の方法に比べ、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益がそれぞれ９百万円減少し

ております。 

 

― 

 

 

（リース取引に関する会計基準等の適用） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当事業年度より「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日 （企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。ま

た、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。 

なお、リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続

き採用しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

 

― 

― （退職給付債務の計算における割引率の決定方針の変

更） 

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準｣の一

部改正（その３）｣（企業会計基準第19号 平成20年

７月31日）を適用しております。 

この変更による影響はありません。 
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【表示方法の変更】 

 

前事業年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

（貸借対照表） 

前事業年度において投資その他の資産に区分掲記して

おりました「出資金」(当事業年度0百万円)、「従業

員に対する長期貸付金」(当事業年度0百万円)、「長

期前払費用」(当事業年度28百万円)は、金額的重要性

が乏しいため、当事業年度より投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しております。 

 

（損益計算書） 

従来、「その他の複合金融商品（払込資本を増加させ

る可能性のある部分を含まない複合金融商品）に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針第12号（企業会

計基準委員会 平成18年３月30日））に従い、時価の

洗替えに伴う評価損益について営業外費用の「投資有

価証券評価損」勘定、営業外収益の「投資有価証券評

価益」勘定にて記載する方針を採用しておりました

が、当事業年度より明瞭表示の観点から、営業外費用

の「デリバティブ評価損」勘定、営業外収益の「デリ

バティブ評価益」勘定にて表示することに変更いたし

ました。 

 

― 

 

 

【追加情報】 

 

前事業年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平

成20年４月30日 法律第23号）を契機として、当事業年

度より機械装置の耐用年数について見直しを行っており

ます。 

この変更により、従来の方法に比べ、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益がそれぞれ88百万円増加してお

ります。 

 

― 
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【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

 
前事業年度 

(平成22年１月31日) 
当事業年度 

(平成23年１月31日) 

 １ 担保資産 

  (1) 流動資産 

    担保提供資産 

預け金 375百万円
 

 １ 担保資産 

  (1) 流動資産 

    担保提供資産 

預け金 377百万円
 

  担保資産に対応する債務 

手形債権売却に伴う 

買戻し義務 
315百万円

 

    担保資産に対応する債務 

手形債権売却に伴う 

買戻し義務 
245百万円

 

  (2) 固定資産 

  担保提供資産 

建物 1,613百万円

構築物 14百万円

機械及び装置 2,106百万円

土地 2,205百万円

合計 5,939百万円
 

  (2) 固定資産 

    担保提供資産 

建物 1,561百万円

構築物 12百万円

機械及び装置 1,974百万円

土地 2,205百万円

合計 5,753百万円
 

    上記固定資産のうち工場財団抵当に供してい

る資産 

建物 1,568百万円

構築物 14百万円

機械及び装置 2,106百万円

土地 2,136百万円

合計 5,825百万円
 

    上記固定資産のうち工場財団抵当に供してい

る資産 

建物 1,520百万円

構築物 12百万円

機械及び装置 1,974百万円

土地 2,136百万円

合計 5,642百万円
 

担保資産に対応する債務 

短期借入金 750百万円

長期借入金 

(1年内返済予定額を含む) 
1,100百万円

合計 1,850百万円
 

担保資産に対応する債務 

短期借入金 747百万円

長期借入金 

(1年内返済予定額を含む) 
1,132百万円

合計 1,879百万円
 

上記債務のうち工場財団抵当に対応する債務 

短期借入金 550百万円

長期借入金 

(1年内返済予定額を含む) 
993百万円

合計 1,543百万円
 

上記債務のうち工場財団抵当に対応する債務 

短期借入金 550百万円

長期借入金 

(1年内返済予定額を含む) 
969百万円

合計 1,519百万円
 

 ２ 保証債務  ２ 保証債務 

  (1) 関係会社の仕入れ債務に対して次のとおり保

証を行っております。 

株式会社タイパック 30百万円
 

  (1) 関係会社の仕入れ債務に対して次のとおり保

証を行っております。 

株式会社タイパック 15百万円
 

  (2) 従業員の住宅取得に基づく金融機関からの借

入金に対して次のとおり保証を行っておりま

す。 

 12百万円
 

  (2) 従業員の住宅取得に基づく金融機関からの借

入金に対して次のとおり保証を行っておりま

す。 

 5百万円
 

  (3) 下記の会社に対して、手形債権売却に伴う買

戻し義務があります。 

ファンタスティック・フ

ァンディング・コーポレ

ーション 

315百万円

  

  (3) 下記の会社に対して、手形債権売却に伴う買

戻し義務があります。 

ファンタスティック・フ

ァンディング・コーポレ

ーション 

245百万円
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前事業年度 
(平成22年１月31日) 

当事業年度 
(平成23年１月31日) 

 ３ 期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をしております。なお、

当期の末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 26百万円

支払手形 66百万円

設備関係支払手形 0百万円
 

― 

   

 

（損益計算書関係） 

 
前事業年度 

(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

 １ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下げ額 

売上原価 9百万円
  

 １ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の

低下による簿価切下げ額 

 

 

   なお、金額は洗替法によっております。 

 

売上原価 0百万円

 ２ 固定資産売却損の内容は次のとおりでありま

す。 

工具、器具及び備品 1百万円

合計 1百万円
  

 ２ 固定資産売却損の内容は次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円

合計 0百万円
  

 ３ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物 0百万円

機械及び装置 2百万円

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 1百万円

ソフトウェア 3百万円

合計 7百万円

  

 ３ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物 2百万円

機械及び装置 6百万円

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 1百万円

合計 11百万円

  

 ４ 賃貸費用のうちには、減価償却費３百万円が含

まれております。 

 ４ 賃貸費用のうちには、減価償却費３百万円が含

まれております。 

 

 ５ 関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関係会社に対するもの

は、次のとおりであります。 

受取配当金 －百万円

受取賃貸料 6百万円

受取手数料 18百万円

  

 ５ 関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関係会社に対するもの

は、次のとおりであります。 

受取配当金 31百万円

受取賃貸料 8百万円

受取手数料 3百万円
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前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

―  ６ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。 

用途 種類 場所 
減損損失
(百万円)

封入設備等
(注)１ 

機械及び
装置等 

東京都昭島市 
大阪市平野区
他 

270

遊休 
(注)２ 

機械及び
装置 

奈良県葛城市 
神奈川県相模
原市他 

5

計 276

(注)１ 封入設備等はメーリングサービス事業に供

している資産であり、その減損損失の内訳

は次のとおりであります。 

建物 13百万円 

機械及び装置 163百万円 

車両運搬具 0百万円 

工具、器具及び備品 6百万円 

リース資産 30百万円 

ソフトウエア 1百万円 

電話加入権 1百万円 

長期前払費用 0百万円 

リース資産減損勘定 53百万円 

 

(注)２ 遊休資産の減損損失の主な内訳は次のとお

りであります。 

機械及び装置 5百万円 

 

(経緯) 

メーリングサービス事業においては、価格競争の激

化などにより、今後も経常的な損失が予想されるこ

とから、減損損失（270百万円）を計上しておりま

す。 

また、遊休資産については、今後の利用計画がない

ため、減損損失（５百万円）を計上しております。 

(グルーピングの方法) 

事業の種類別セグメントを基本とし、将来の使用が

見込まれていない遊休資産については、個々の物件

単位でグルーピングを行っております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

回収可能価額は正味売却価額を適用しており、市場

価格が観察できるものについてはマーケットアプロ

ーチ、市場価格が観察できないものについてはコス

トアプローチに基づく不動産鑑定士の査定額により

評価しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式(株) 98,364 260 － 98,624

（変動事由の概要） 

 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

当事業年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

 普通株式(株) 98,624 1,939 － 100,563

（変動事由の概要） 

 自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

（重要な後発事象） 

 

 前事業年度(自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日) 

  該当事項はありません。 

 

 当事業年度(自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日) 

  退職給付制度の一部移行について 
当社は、平成23年２月１日付で確定給付企業年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行いたし

ました。 

この移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（平成14年１月31日 企業会

計基準適用指針第１号）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」

（平成14年３月29日 実務対応報告第２号）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分につい

て退職給付制度の一部終了の処理を行い、翌事業年度に特別利益として183百万円を計上する見

込みであります。 
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６．その他 

  【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

封筒事業 17,894 △5.6 

メーリングサービス事業 1,639 △17.8 

その他の事業 1,243 △11.1 

合計 20,777 △7.0 

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

封筒事業 18,087 △5.1 764 △10.7 

メーリングサービス事業 2,314 △14.7 65 17.6 

合計 20,401 △6.3 830 △9.0 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他の事業については、子会社が主として見込生産であるため、「受注高」及び「受注残高」の記

載を省略しております。 

 

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

封筒事業 18,179 △5.2 

メーリングサービス事業 2,304 △15.9 

その他の事業 1,859 △8.4 

合計 22,343 △6.7 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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  【役員の異動】 

 

平成２３年４月２７日開催の定時株主総会において選任される予定です。 

 

(1)  新任取締役候補 

新 氏   名 現 

取 締 役 大 阪 支 店 長 
に し の   もとゆき 

西 野  元 行 
執 行 役 員 大 阪 支 店 長

 

(2) 役員の役職および委嘱の異動 

新 氏   名 現 

専 務 取 締 役 営 業 本 部 長  
い む ら   ゆたか 

井 村  優   
常 務 取 締 役 営 業 本 部 長  

常 務 取 締 役 製 造 本 部 長  
や ま だ     ひでかず 

山 田  秀 和 
取 締 役 製 造 本 部 長 

 

 

 

以上 
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